
昭和２年（1927） 
行政制度審議会 

 州庁設置に関する件 
   全国を府県を包含する６州の行政区画に分け官選の州長官を置く（府県は完全自治体化） 

昭和２３年（1948） 
行政調査部 

 広域地方行政制度に関する諸案＜３案＞ 
   ① 地方行政庁案（府県存置、官選の長官、三層制） 
   ② 道制案（府県廃止、公選の行政委員） 
   ③ 州制案（府県廃止、官選の長官） 

昭和３２年（1957） 
第４次地方制度調査会 

 地方制度の改革に関する答申 
   府県を廃止し、全国を７から９の「地方」（国と地方公共団体の中間的団体）に再編し官選の地方長 
   を置く 

昭和４０年（1965） 
第１０次 

地方制度調査会 

 府県合併に関する答申 
   「関係府県の発意に基づく合併の手続として、関係府県議会の議決による申請に基づき、内閣総理 
   大臣 が国会の議決を経て処分するみちをひらくことを考慮すべき」 

昭和４１年（1966） 
  

 都道府県合併特例法案提出（政府提案） 
   合併関係都道府県が、議会の議決を経て、内閣総理大臣に合併を申請し、国会の議決を経て都道 
   府県の合併を定める 

昭和４４年（1969） 
 都道府県合併特例法案廃案 
       合併機運のあった阪奈和３府県、東海３県の足並みが揃わなくなり、３度参議院に提出されたが、 
    継続審議の末、廃案 

昭和５６年（1981） 
第１８次 

地方制度調査会 

 地方行財政制度のあり方についての小委員会報告 
   「現在の府県制度は国民の生活・意識に強く定着」 
   「広域的行政制度のあり方については、慎重に審議のうえ結論を得る」 

資料４（１）これまでの政府における都道府県を越える広域行政の検討経緯            

※「道州制ハンドブック」（ぎょうせい）、「道州制・連邦制 これまでの議論・これからの議論」（ぎょうせい）を参考に作成 



昭和５７年（1982） 
臨時行政調査会 

 行政改革に関する第３次答申 
   「都道府県の広域化による地方圏の行政機構については、長期的、総合的な観点から検討する」 

平成元年（1989） 
 臨時行政改革 
推進審議会 

（第２次行革審） 

 国と地方の関係等に関する答申 
   「現行の都道府県制度に代わる広域的な地域行政主体の形成を展望し、地方制度の抜本的な改  
   編等の検討を進める」 

平成５年（1993） 
臨時行政改革 
推進審議会 

（第３次行革審） 

 最終答申 
   「現行の都道府県制に代わるべき新しい広域的自治体制度（いわゆる道州制）の意義等について 
    検討を行う必要がある」 

平成１３年（2001） 
地方分権推進委員会 

 地方分権推進委員会最終報告 
   地方分権の残された課題のひとつとして、「地方公共団体の体制・あり方」を指摘 

平成１５年（2003） 
第２７次地方制度調査会 

 今後の地方自治制度のあり方に関する答申 
   道州制に関する考え方を記述 

平成１６年（2004） 
地方分権改革推進会議 

 地方公共団体の行財政改革の推進等行政体制の整備についての意見 
   道州制の検討の必要性を指摘 

平成１８年（2006） 
第２８次 

地方制度調査会 

 道州制のあり方に関する答申 

平成１８年（2006） 
 

 道州制特別区域における広域行政の推進に関する法律 
   将来の道州制導入の検討に資するため、特定広域団体（現在北海道のみ）からの提案を踏まえ、 
   国からの事務・事業の委譲を進めていく仕組みを規定 

平成２０年（2008） 
道州制ビジョン懇談会 

 中間報告 



昭和２年（1927） 行政制度審議会「州庁設置案」の概要 

○数府県を包含する行政区割りとして州を設ける。 
 
○各府県の区域（北海道は別）を６州とし、各州に州庁を設け、州長官を置く。 
（参考案：仙台州、東京州、名古屋州、大阪州、広島州、福岡州） 
 
○府県は純粋の地方公共団体とし、執行機関の長は公選、議決機関の権限は一般的とする。 
 
○府県又はその長に、国の行政事務に属する教育、産業、衛生、土木等州庁行政に関するものをなるべく 
  広く委任する。州長官は、管内の府県市町村を監督する。 
 
○府県又はその長に委任しない国の地方行政事務は、州長官において管掌する。 



昭和２３年（1948） 行政調査部 
「広域地方行政制度に関する諸案」の概要（１） 

◇背景 
○戦時体制の移行に伴い、特に経済統制を中心に、府県単位ではなく府県ブロック化の傾向が強まり、中央各省庁 
     による各種の広域地方特別官庁が設置されてきた。しかし、これにより、府県行政の総合性、地方行政の統一性と 
     一元性と が害されるという弊害が出てきたため、広域的な総合的行政機関の設置が要望されるようになった。 

◇広域行政制度の構想 
○広域地方行政機関は国の行政事務を処理する。 
○広域地方行政機関は数府県を合わせた程度の広さを持つ。（経済的観点を考慮） 
○広域地方行政機関に対しては、地方自治体である場合においても、中央政府が相当強い統制手段を持つ。 
○中央政府の行政事務は、企画的なものを除き、大幅に広域地方行政機関に移譲する。 
○地方特別官庁は、原則として廃止する。 
  
 → さらに次の視点が必要 
      ◎府県を存置するか、廃止するか。 
      ◎広域地方行政機関を地方公共団体とするか、国の行政区割りとするか。 

◇「地方行政庁案」「道制案」「州制案」の３案を提示 

地方行政庁案 道制案 州制案 

国 ・ 地方行政庁 

都 道 府 県 道 

国 

市 町 村 

国  ・  州 

市 町 村 市 町 村 



昭和２３年（1948） 行政調査部 
「広域地方行政制度に関する諸案」の概要（２） 

◇「地方行政庁案」「道制案」「州制案」の３案を提示 
 

＜「地方行政庁案」：府県の上に広域地方行政庁を設置する案＞ 
○地方公共団体は現状のままとし、全国（北海道を除く）を７行政区に分け、地方行政庁に長官を置く。（東北地方、     
    関東地方、中部地方、近畿地方、四国地方、九州地方） 
○国の事務は、できる限り、都道府県知事に委任して行わせる。都府県に委任することができない事務に限り、 地方 
    行政庁に行わせる。 
○地方行政庁は、都道府県知事に委任した事務につき、積極的な指導監督を行う。 

＜「道制案」：都道府県を廃止して、地方公共団体の道を置く案＞ 
○都道府県を廃止し、全国を９道に分ける。（北海道、東北道、関東道、東海道、北陸道、近畿道、中国道、四国道、 
     九州道） 
○道に、道行政委員、道議会を置く。道行政委員は、道行政委員会を構成し、道住民が直接選挙する。道議会は、 
     府県議会の例による。 
○国の行政事務は、できるだけ、道に行わせる。 

＜「州制案」：府県を廃止し、国の行政区割の州を設ける案＞ 
○都道府県を廃止し、全国を８州に分け、各州に州長官を置く。（北海州、東北州、関東州、東海州、北陸州、近畿 
     州、内海州、西国州） 
○都道府県の事務をなるべく市町村に移譲し、全国的統一を保持すべき事務にかぎり、州長官の権限とする。 



昭和３２年（1957） 第４次地方制度調査会 
「地方制度の改革に関する答申」の概要（１） 

◇背景 
○行政の機能を充実させるために多額の財政需要が生じているが、国民負担の軽減を図りながら実現するには、国 
     及び地方を通じて合理的な行政制度を確立し、行政の経済化、効率化を強く押し進めなければならない。（国の地 
     方出先機関の濫設、国の行政運営上の不備、府県と市町村の機能の重複等による経費の濫費）現行府県制度は、 
     区域、性格及び組織の面で欠陥を有しているため、根本的な改革が必要である。 

◇具体的方策 
○府県を廃止する。 
○国と市町村の間に、地方公共団体としての性格と国家的性格とを合わせ持つ「地方」(仮称)を置く。「地方」は、全 
     国を７ないし９ブロックに区分する。 
○「地方」に議決機関として議会を置き、議員は住民が直接選挙する。（任期４年） 
○「地方」に執行機関として「地方長」(仮称)を置き、「地方長」は、「地方」の議会の同意を得て内閣総理大臣が任命 
    する。（任期３年・国家公務員） 
○「地方」は、国が処理している事務のうち、「地方」に移譲できるもの及び現在府県が処理している事務で市町村に 
     移譲できないものを処理する。国の出先機関が処理している事務は「地方」に移譲し、当該出先機関は廃止する。 
○「地方」の区域を管轄区域とする国の総合出先機関（「地方府」(仮称)）を置き、「地方府」の首長は、「地方長」をも 
     って あてる。 



昭和３２年（1957） 第４次地方制度調査会 
「地方制度の改革に関する答申」の概要（２） 

◇考え方のポイント 
○地方制度の根本精神を尊重し、これをいっそう伸張せしめることに基調を置かねばならない。 
○府県の区域は時代の進展に即応させることを考えなければならない。（区域の広域化・合理化） 
○府県の機能を明確にし、国・府県及び市町村の合理的配分を行わなければならない。 
  

＜地方制度の改革に関する尐数意見＞ 

◇具体的方策 
○３、４の府県を統合して「県」(仮称)として再編成する。 
 
 ※再編案における近畿２府４県の状況 
 ・１５「県」案の場合：「福井・滋賀・京都」「大阪・奈良・和歌山」「兵庫・鳥取・岡山」 
 ・１６「県」案の場合：「滋賀・京都」「大阪・奈良・和歌山」「兵庫・鳥取・岡山」 
   ・１７「県」案の場合：「滋賀・京都・大阪・奈良・和歌山」「兵庫・鳥取・岡山」 
 
○議会の議員は、住民が直接選挙する。 
○知事は、住民が直接選挙し、任期は４年で再選を認めない。 
○国や地方出先機関の所管に係る事務はできるかぎり「県」又は「市町村」に移譲し、出先機関は廃止するか 又は  
  「県」 に統合する。 

※ 道州制である「地方」（国と地方公共団体の中間的な団体）案と府県統合で 
 ある「県」（完全自治体）案の採決の結果、僅尐の差で「地方」案が多数となり 
 最終答申となったが、「県」案の支持者も多かったことから、参考として答申に 
 添付されることとなった。 



昭和４０年（1965） 第１０次地方制度調査会 
「府県合併に関する答申」の概要 

◇背景 
○都道府県合併に係る第9次調査会答申「社会的、経済的に密接な関係にある都道府県が自主的に合併することは、 
  都道府県の広域的地方公共団体としての行政能力の充実強化になるので望ましいと考え、 その実現を期待する」 
    の趣旨に従い議論を行ったもの 

◇考え方のポイント 
○府県の性格及び府県と市町村の二重構造は変更しない。 
○府県合併は、広域的地方公共団体としての府県の自治能力を充実強化するために、効果のある方法と認められる。 
○府県合併は、関係府県の自主的合併を建前とすべきである。国、都道府県及び市町村間の事務及び財源の再配 
    分並びに市町村の規模の合理化は、府県合併と別個の問題とする。 



平成元年（1989） 臨時行政改革推進審議会 
「国と地方の関係等に関する答申」の概要 

◇背景 
○時代の要請に応え、 
     ・住民の期待に応え得る充実した権能と規模を有する都市自治体 
     ・都市と有機的に結び付きつつ独自の地域社会を形成し得る農山漁村地域等の自治体 
     ・国と都市等との間にあって、大幅な行政権能を有し、社会経済活動圏の広がりに対応した広域的な地域行政 
       主体 
     ・都市や農山漁村地域等にあって、自治体の有すべき機能や組織について多様な選択が可能 
     ・国の権能の純化を図り、国と地方の関係を抜本的に改編 
 を実現させていくために、現行制度の枠組みを超えて、積極的な努力が払われなければならない。 

◇都道府県制度の広域化 
○事務・事業の共同実施や広域的な計画、基準、施策の調整・策定等を行うため、特別地方公共団体として都道 
     府県連合制度を導入する。 
○都道府県の自主的な合併手続の整備等を検討する。 
○現行の都道府県制度に代わり数個の都道府県の区域に立脚する広域的な地域行政主体の形成を展望し、国と 
   地方の関係及び地方制度等の抜本的改変とその後の制度等のあり方に関し、広く各界の検討を要請する。（い 
   わゆる道州制に関する検討） 



平成５年（1993） 臨時行政改革推進審議会「最終答申」の概要 

◇背景 
○集権型行政システムから脱却し、地域がそれぞれの個性や主体性を発揮しつつ、その文化、経済の潜在力を十分 
    に活用できるような分権型行政システムに転換する必要がある。 
○国は外交、安全保障を始め国の存立に関わる課題により重点的に取り組む体制を築く一方、地域の問題は住民の 
    選択と責任の下で地方自治体が主体的に取り組めるようにする必要がある。 

◇自立的な地方行政体制の確立 
○都道府県は、国の執行基幹的な性格から脱却し、地域における総合的、広域的な自治行政主体として、市町村と密 
    接に連携した行政を展開していくことが期待される。 
○都道府県の枠を超えて対処しければならない事態には、既存の制度の活用や都道府県による広域連合の積極的 
    な設立によって対応すべきである。 
○全国的に都道府県合併の機運が高まるような状況が発生する場合に備え、現行の都道府県制に代わるべき新しい 
    広域的自治体制度（いわゆる道州制）の意義等について国として幅広い観点から具体的な検討を行う必要がある。 
  

◇地方自治体の財政基盤の強化 
○国と地方の新たな役割分担に見合うよう、地方税財政の充実強化を図る。 
○地方交付税は、算定方法を簡素化しつつ、合理的配分や、より財源の小さい地域の自治体に対する財源保障を充 
    実する。 
○補助金等は、国の負担を義務付けた法律の見直しや補助事業そのものの要否の点検を行うことによって削減や一 
  般財源化を図るほか、補助基準の緩和・弾力化、統合・メニュー化等を進める。 
○地方債の許可制度を弾力化・簡素化し、国の関与を最小限度にするとともに、地方債市場の整備育成を図る。 
○一体的な経済社会圏域を形成する地方自治体の間で、広域的な事務処理とその負担のあり方等を通じて、行財政 
    運営面においてもより一体性が確保される方策を推進する。 



平成１５年（2003） 第２７次地方制度調査会 
「今後の地方自治制度のあり方に関する答申」の概要（１） 

◇背景 
○経済のグローバル化、産業構造の変化などを背景として、広域の圏域における戦略的かつ効果的な行政の展開 
    が求められるようになっており、市町村の規模・能力が拡大しつつある中にあって、広域自治体としての都道府県    
  のあり方が改めて問われるようになってきている。 

◇広域自治体のあり方（都道府県合併と道州制） 
○規模・能力や区域が拡大した基礎自治体との役割分担の下に広域自治体としての役割、機能が十分に発揮される 
    ためには、都道府県の区域の拡大が必要である。 
○国の役割を重点化し、その機能を地方公共団体に移譲するとともに、真の分権社会にふさわしい自立性の高い圏 
    域を形成していく観点から、都道府県に代わる広域自治体として道又は州から構成される制度（道州制）の導入を 
    検討する必要がある。 
 

＜基本的考え方＞ 
○道州制は、広域自治体と基礎自治体との二層制を前提として構築することとし、その制度及び設置手続きは法律で 
    定める。 
○都道府県を廃止し、より自主性、自立性の高い広域自治体として道又は州を設置する。 
○国の役割を重点化し、多くの権限を地方に移譲する。 
○道州の長と議会の議員は公選とする。 
○道州の区域については、原則として現在の都道府県の区域を越える広域的な単位とし、地理的、歴史的、文化的 
     な諸条件を踏まえ、経済社会的な状況を勘案して定められるものとする。 



平成１５年（2003） 第２７次地方制度調査会 
「今後の地方自治制度のあり方に関する答申」の概要（２） 

＜役割と権限＞ 
○道州制が導入されると、国の事務とされている現行地方自治法上の 
     ａ）国際社会における国家としての存立に関わる事務 
     ｂ）全国的に統一して定めることが望ましい国民の諸活動又は地方自治に関する基本的な準則に関する事務 
     ｃ）全国的な規模で、又は視点に立って行わなければならない施策及び事業の実施 
  の事務は、重点化され、ａ）、ｂ）のほかｃ）のうち限定された一部に縮小する。 
 ○道州は、規模・能力が拡大された基礎自治体を包括する広域自治体として、基礎的自治体との適切な役割分担の 
     下に圏域全体の視野に立った産業振興、雇用、国土保全、広域防災、環境保全、広域ネットワーク等の分野を担う 
     ものとする。また、国の地方支分部局が持つ権限は、例外的なものを除いて、道州に移管する。道州に関する国の 
     関与、基礎自治体に対する道州の関与は、必要最小限とする。国、道州、基礎自治体相互間の新たな調整手続の 
     整備を図る必要がある。 

＜道州の区域及び設置＞ 
○道州の区域は、法律により全国をいくつかのブロックに区分してその区域を定めるという考え方と、関係都道府県 
    が議会の議決を経て申請し、国会の議決を経て決定するという都道府県側のイニシアチブを重視する考え方とがあ 
    る。 
○道州の設置については、全国一斉に道州に移行する方法と、一定の道州の要件に合致した場合には順次道州に 
     移行する方法とが考えられる。 



平成１５年（2003） 第２７次地方制度調査会 
「今後の地方自治制度のあり方に関する答申」の概要（３） 

＜検討事項＞ 
○現行憲法上は公選の長と公選の議員からなる議会を有することが地方公共団体の要件とされているが、広大な区 
    域と大きな権限を有することとなる道州が、現行の地方公共団体と同じく住民の直接公選による二元代表制でよい 
    か。 
○道州制の導入に伴い、議決機関、執行機関、補助機関のあり方をどうするか。 
○首都圏、近畿圏、中部圏など、人口や経済集積等において他の圏域と著しく異なる圏域についても同じ制度として 
    よいか。 
○道州制の導入に伴い、大都市圏域においては、現行の指定都市制度よりも道州との関係において独立性の高い大 
    都市制度を考えるのかどうか。 

＜連邦制との関係＞ 
○連邦制（憲法において権限が国と州とで明確に分割されている国家形態）の議論もあるが、憲法の根幹部分の変更 
    が必要となること、歴史的・文化的・社会的に一体性、独立性の高い連邦構成単位の存在が前提となることの問題 
    があり、我が国の成り立ちや国民意識の現状から見ると制度改革の選択肢としては適当でない。 

  

＜地方財政制度＞ 
○道州の権限に応じて、自立性を高めることを原則とする。自立性の高い道州制を実現する観点から、自主財源であ 
    る地方税を大幅に拡充することを基本とし、道州の規模、権限、経済力等を踏まえ、新たな財政調整の仕組みを検 
    討する。 

  



平成１６年（2004） 地方分権改革推進会議「地方公共団体の行財政 
改革の推進等行政体制の整備についての意見」の概要 

＜背景＞ 
○広域自治体のあり方については、都道府県の範囲を越えた広域的な対応が求められる中で、地方分権の推進を支    
    える体制の整備、地方の自立促進、効率的行政の実現といった観点から、都道府県や経済界等において、様々な 
    調査研究、提言等がなされている。 
○広域連携の取組は、戦略的に産業集積を図り、地域経済の活力を向上させる観点からも重要である。 
○現在の都道府県が、分権型行政システムの担い手としての広域自治体に発展するためには、中長期的には「道州 
    制」等の抜本的な地方制度の改革の実現によることとなるが、現行制度の下での広域連携の取組には、中長期的 
    な改革の実現に至る過渡的形態としての効果も期待される。 
○道州制は、全国で統一された制度設計を行い、新たな制度を採用することが一般的と考えられるが、国と地方の機 
    能分担の具体化や区域の設定等、制度設計に当たっては、現在の都道府県等地域の発案を尊重することも必要に 
    なると考えられる。制度の採用に当たっても、できる限り各地域の意向を尊重すること が必要である。 
○国と地方の機能分担のあり方が地域ごとに異なることや一部地域で先行的に導入することも選択肢となりうる。 

＜道州制の課題＞ 
○広大な圏域と大きな権限を担う「道州」の長の職について、現行の都道府県知事と同様に公選とするか。 
○地方公共団体としての「道州」と基礎自治体とを、どのように位置づけるか。 
○「道州」が大きな権限を担うことと併せて、国と「道州」との立法権限の分割を明記するか。明記することと した場合、 
    諸外国に見られる憲法裁判所のような係争処理機関を設置するか。 

＜道州制と国の地方支分部局等のあり方＞ 
○道州制導入と併せ、国の地方支分部局等の根本的見直しが必要である。 
○国の地方支分部局等は、地方分権の推進に伴う権限移譲等により事務量が減ると見込まれるものに関して、積極 
    的に組織・業務の縮減・合理化を図るとともに、本省との一元化等による総合化を一層推進すべきである。 



平成１８年（2006） 第28次地方制度調査会 
「道州制のあり方に関する答申」の概要（１） 



平成１８年（2006） 第28次地方制度調査会 
「道州制のあり方に関する答申」の概要（２） 



平成１８年（2006） 第28次地方制度調査会 
「道州制のあり方に関する答申」の概要（３） 



平成２０年（2008） 道州制ビジョン懇談会「中間報告」の概要（１） 



平成２０年（2008） 道州制ビジョン懇談会「中間報告」の概要（２） 



関西に関する区割り提案（地方制度調査会） 

第４次答申 
昭和３２年（１９５７） 

【「地方」の区域に関する試案】   ※全国を７～９ブロックの「地方」に区分 
 ７「地方」（ブロック）に分ける場合：京都府・滋賀県・大阪府・兵庫県・奈良県・和歌山県 
 ８「地方」（ブロック）に分ける場合：上記＋福井県 
 ９「地方」（ブロック）に分ける場合：７「地方」と同一 

＜地方制度改革に関する尐数意見＞ 
【「県」の区域に関する試案】    ※おおむね３、４の府県を統合して、「県」として再編 
 １５「県」に再編する場合：〔京都府・福井県・滋賀県〕〔大阪府・奈良県・和歌山県〕 
                  〔兵庫県・鳥取県・岡山県〕 
 １６「県」に再編する場合：〔京都府・滋賀県〕〔大阪府・奈良県・和歌山県〕 
                  〔兵庫県・鳥取県・岡山県〕 
 １７「県」に再編する場合：〔京都府・滋賀県・大阪府・奈良県・和歌山県〕 
                  〔兵庫県・鳥取県・岡山県〕 

第２８次答申 
平成１８年（２００６） 

 

【道州制の区域例】          ※全国を９～１３ブロックの「道州」に区分 
 ９道州に分ける場合：京都府・福井県・滋賀県・大阪府・兵庫県・奈良県・和歌山県 
 １１道州に分ける場合：京都府・滋賀県・大阪府・兵庫県・奈良県・和歌山県 
 １３道州に分ける場合：「11道州」と同一 


